
 

議案第５１号 

さいたま市空き家等の適正管理に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

さいたま市空き家等の適正管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

令和６年２月６日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人  

さいたま市空き家等の適正管理に関する条例の一部を改正する条例 

さいたま市空き家等の適正管理に関する条例（平成２４年さいたま市条例第４４号

）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。  

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 空き家等 市内に所在する空家等対策の推進

に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７

号。以下「法」という。）第２条第１項に規定

する空家等をいう。 

⑴ 空き家等 市内に所在する建物その他の土地 

の工作物で、現に人が使用していないもの及び 

その敷地をいう。 

⑵ 管理不全な状態 法第２条第２項又は法第１ 

３条第１項に規定する状態をいう。 

⑵ 管理不全な状態 空き家等が次に掲げるいず 

れかの状態にあることをいう。 

 ア 老朽化又は台風等の自然災害により倒壊す 

 るおそれのあること。 

 イ 建築材等を飛散させ当該敷地外にある者の 

生命、身体又は財産に損害を及ぼすおそれの 

あること。 

 ウ 不特定の者の侵入が容易であるために犯罪 

行為を誘発するおそれのあること。 

 エ 雑草が繁茂し、又は害虫が発生し、若しく 

は動物（さいたま市動物の愛護及び管理に関 

する条例（平成１８年さいたま市条例第４６ 

号）第２条第１号の動物を除く。以下同じ。 



 

）の死体、ふん尿その他の汚物が放置され、 

若しくは動物の毛等が飛散すること等に起因 

して当該敷地外の良好な生活環境を阻害する 

おそれのあること。 

⑶ 所有者等 法第５条に規定する所有者等をい 

う。 

⑶ 所有者等 空き家等を所有し、又は管理する 

者をいう。 

 

 （調査等） 

 第６条 市長は、第３条の規定による適正な管理が

なされていない空き家等があると認めるとき、又

は前条の規定による情報の提供があったときは、

この条例の施行に必要な限度において、その職員

に、当該空き家等に立ち入り、調査をさせ、又は

関係者に質問させることができる。 

 ２ 前項の規定による調査又は質問をする職員は、 

その身分を示す証明書を携帯し、関係者にこれを 

提示しなければならない。 

 ３ 第１項の規定による調査又は質問の権限は、犯 

罪捜査のために認められたものと解釈してはなら 

ない。 

 

 （指導） 

 第７条 市長は、前条の規定による調査等により管

理不全な状態にあると認める空き家等の所有者等

に対し、当該空き家等について適正な管理がなさ

れるよう必要な指導をすることができる。 

 

 （勧告） 

 第８条 市長は、前条の規定による指導をした場合

において、所有者等がなお空き家等を管理不全な

状態に置いていると認めるときは、当該所有者等

に対し、期限を定めて、当該空き家等の適正な管

理のために必要な措置を講ずべき旨の勧告をする

ことができる。 

 

（命令） （命令） 

第６条 市長は、法第１３条第２項の規定による勧

告を受けた者が当該勧告に従わなかったときは、

当該者に対し、期限を定めて、当該勧告に係る措

置を講じるよう命じることができる。 

第９条 市長は、前条の規定による勧告を受けた所

有者等が当該勧告に従わなかったときは、当該所

有者等に対し、期限を定めて、当該勧告に係る措

置を講ずるよう命ずることができる。 

 

（公表） （公表） 

第７条 市長は、前条の規定による命令を受けた者

が正当な理由なく同条の期限内に当該命令に従わ

なかったときは、次に掲げる事項を公表すること

ができる。 

第１０条 市長は、前条の規定による命令を受けた

所有者等が正当な理由なく同条の期限内に当該命

令に従わなかったときは、次に掲げる事項を公表

することができる。 

 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 

２ 前項の規定は、法第２２条第３項の規定による

命令に従わなかった者について適用する。この場

  



 

合において、前項中「前条」とあるのは「法第２ 

 ２条第３項」と、「同条」とあるのは「同項」と、

 「空き家等」とあるのは「法第２条第２項の特定

空家等」と読み替えるものとする。 

３ 市長は、第１項（前項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）の規定による公表をしよ

うとするときは、あらかじめ、当該命令を受けた

者又はその代理人に意見を述べる機会を与えなけ

ればならない。 

 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとする

ときは、あらかじめ、当該命令を受けた所有者等

に意見を述べる機会を与えなければならない。た

だし、その者が正当な理由なく意見の聴取に応じ

ないときは、この限りでない。 

（必要な措置の要請） （必要な措置の要請） 

第８条 市長は、空き家等が犯罪行為の用に供され、

又は供されようとしている等緊急の必要があると 

認めるときは、当該空き家等が所在する地域を管 

轄する警察署長に必要な措置を講じるよう要請す 

るものとする。 

 

第１１条 市長は、空き家等が犯罪行為の用に供さ

れ、又は供されようとしている等緊急の必要があ

ると認めるときは、当該空き家等が所在する地域

を管轄する警察署長に必要な措置を講ずるよう要

請するものとする。 

第９条 ［略］ 第１２条 ［略］ 

 

 （空家等対策の推進に関する特別措置法との関係 

 ） 

 第１３条 第６条から第９条までの規定は、空家等

対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律

第１２７号。次項において「法」という。）第２

条第２項の特定空家等については、適用しない。 

 ２ 第１０条の規定は、法第１４条第３項の規定に

よる命令に従わなかった者について適用する。こ

の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０条

第１項 

前条の規

定による

命令を受

けた所有

者等 

空家等対策の推進に関する

特別措置法（平成２６年法

律第１２７号。以下この項

において「法」という。）

第１４条第３項の規定によ

る命令を受けた者 

同条 同項 

第１０条

第１項第

１号 

前条 法第１４条第３項 

第１０条

第１項第

２号 

前条 法第１４条第３項 

空き家等 法第２条第２項の特定空家

等 

第１０条

第１項第

３号 

前条 法第１４条第３項 



 

第１０条

第２項 

当該命令

を受けた

所有者等 

当該命令を受けた者又はそ

の代理人 

 

  

第１０条 ［略］ 

 

第１４条 ［略］ 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （さいたま市空き地の環境保全に関する条例の一部改正） 

２ さいたま市空き地の環境保全に関する条例（平成１３年さいたま市条例第１８８

号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。  

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語 

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 空き地 現に人が使用していない土地又はこ 

れに等しい状態にあると認められる土地であっ 

て、空家等対策の推進に関する特別措置法（平 

成２６年法律第１２７号）第２条第１項の敷地 

を除いたものをいう。 

 ⑵ ［略］ 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語 

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 空き地 現に人が使用していない土地又はこ 

れに等しい状態にあると認められる土地であっ 

て、さいたま市空き家等の適正管理に関する条 

例（平成２４年さいたま市条例第４４号）第２ 

条第１号の敷地を除いたものをいう。 

 ⑵ ［略］ 

  

 

 


